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１、（１）はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


 平成23年3月13日マグニチュード9，0の未曾有の大地震、それに伴う津波により死者は1万5千人を超え、日本に大きな被害を及ぼした。また、被害を受けたのは文化財もまた同様である。被害を受けた文化財は以下の通りである。

	種別
	都道府県
	物件名

	国宝
	宮城県
	瑞巌寺庫裏及び廊下(漆喰壁に一部崩落・亀裂)
瑞巌寺本堂(元方丈)(彫刻に軽微破損、一部の柱にずれ)
大崎八幡宮(板壁・漆塗装・彫刻に破損)

	　
	福島県
	阿弥陀堂(扉まわりに軽微な破損)

	　
	山梨県
	せいはくじ 清白寺仏殿(内部の欄間の破損等)

	特別名勝
	宮城県
	松島(各所で地震及び津波による甚大な被害)

	　
	東京都
	りくぎ 六義園(ツツジ茶屋柱ずれ等)

	特別史跡・重要文化財
	茨城県
	旧弘道館(学生警鐘の全壊、弘道館の壁漆喰の落下等)

	特別名勝・特別史跡
	岩手県
	もうつうじ 毛越寺庭園(庭園に配置している立石の傾斜)

	　
	東京都
	旧浜離宮庭園(芳梅亭屋根へこみ、給水管破裂、灯篭倒壊) 

	　
	　
	小石川後楽園(涵徳亭入り口階段ひび割れ等)

	特別史跡
	宮城県
	多賀城跡附寺跡(整備した正殿基壇の舗装の亀裂の増大等)

	　
	東京都
	江戸城跡(石垣等崩落)


 このように多くの文化財が被害を受けており早急な保護、修復整備が必要である。
 しかしそんな中文化財保護の意義を問う、ある興味深いニュースがあった。東日本大震災による津波の被害を受けた岩手県沿岸部の高台にある遺跡をめぐって議論が起きているというニュースである。約５０世帯が被災した岩手県大船渡市蛸ノ浦地区の住民の一部が地区の高台にある国指定史跡「蛸ノ浦貝塚」への集団移転を求めているが、この史跡は国指定のため文化財保護法で土地利用が厳しく制限され開発には文化庁長官の許可が必要なため移転ができないということである。そもそも、この蛸ノ浦貝塚は標高３５メートルの丘に広がり、約５万５千平方メートルが国の史跡に指定され、縄文時代の土器や人骨、住居跡が大量に出土している。貝層の厚さは２メートル以上あり、規模と保存状態の良さから日本屈指の大貝塚として知られている。参照下の写真

 住民側は「人命より史跡が大切なのか」との意見が多く出ているが、文化庁側は「住居の移転は原則として認められていない」と真っ向から対立姿勢を表している。
 文化財保護のどれほどまでに重要なのか。人の生活を侵してまでも保護をすべきなのだろうか。以下の論文では文化財保護の意義や実例を参考にしながら私の考える問いに対する答えを導きたい。


１、（２）用語の定義　　　　　　　　　　　　　　　　　　


· 文化財
文化財とは、人類の文化的活動によって生み出された有形、無形の文化的所産である。文化財保護法第二条第一項により、法的な文化財の位置付けがされている。以下文化財保護法より引用

1．建造物、絵画、彫刻、工芸品、書跡、典籍、古文書その他の有形の文化的所産で我が国にとつて歴史上又は芸術上価値の 高いもの（これらのものと一体をなしてその価値を形成している土地その他の物件を含む。）並びに考古資料及びその他の学術上価値の高い歴史資料（以下「有形文化財」という。）
2．演劇、音楽、工芸技術その他の無形の文化的所在で我が国にとつて歴史上又は芸術上価値の高いもの（以下「無形文化財」という。）
3．衣食住、生業、信仰、年中行事等に関する風俗慣習、民俗芸能、民俗技術及びこれらに用いられる衣服、器具、家屋その他の物件で我が国民の生活の推移の理解のため欠くことのできないもの（以下「民俗文化財」という。）
4．貝塚、古墳、都城跡、城跡、旧宅その他の遺跡で我が国にとつて歴史上又は学術上価値の高いもの、庭園、橋梁、峡 谷、海浜、山岳その他の名勝地で我が国にとつて芸術上又は観賞上価値の高いもの並びに動物（生息地、繁殖地及び渡来地を含む。）、植物（自生地を含む。） 及び地質鉱物（特異な自然の現象の生じている土地を含む。）で我が国にとつて学術上価値の高いもの（以下「記念物」という。）
5．地域における人々の生活又は生業及び当該地域の風土により形成された景観地で我が国民の生活又は生業の理解のため欠くことのできないもの（以下「文化的景観」という。）
5．地域における人々の生活又は生業及び当該地域の風土により形成された景観地で我が国民の生活又は生業の理解のため欠くことのできないもの（以下「文化的景観」という。）
文化財保護法第1条総則第2条第1項文化財の定義より

 つまりは、歴史上、芸術上、学術上、観賞上等の観点から価値の高い有形文化財、無形文化財、民俗文化財、記念物、文化的景観、伝統的建造物群の6種類が、指定等の有無にかかわらず「文化財」に該当する。文部科学大臣は文化財のうち重要なものを指定、認定、選定、登録、選択し、保護のもとにおくことができる。ただし指定等およびその解除にあたっては、文部科学大臣はあらかじめ文化審議会に諮問しなければならない



２、（１）文化財保護の主体　　　　　　　　　　　　　　　


 文化財保護の国の主体は文部科学省文化庁にあたる。この文化庁が文化財保護法に従って地方公共団体や個人に先立って保護の主体となっている。主な文化庁の活動としては、文化財の保存整備・活用(重要文化的景観等の保存・整備、古墳壁画緊急保存活用等、史跡等公有化助成、文化財の防災施設等、無形文化財等の次世代への継承・発展)、また文化財の国際協力の推進(文化財保護国際貢献事業、西アジア文化遺産保護緊急協力)、重要文化財の指定などである。しかし、文化財を所有しているのは国だけではなく個人、財団法人、地方公共団体(都道府県、市区町村)など多岐にわたっていて、文化財の所有者、及び関係者は文化財を公共のため大切に保存すると共に、できるだけこれを公開する等の文化的活用に努めなければならない。そもそも、文化財の多くはその所在する地方の文化と密接に関連を有するもので、その保存および活用を図ることは、地方文化の向上・発展に極めて重要なものであることから、その区域内にある文化財の保護は、地方公共団体の本来的任務である。文化財保護法第182条第2項において、

 地方公共団体は、条例の定めるところにより、重要文化財、重要無形文化財、重要有形民俗文化財、重要無形民俗文化財及び史跡名勝天然記念物以外の文化財で当該地方公共団体の区域内に存するもののうち重要なものを指定して、その保存及び活用のため必要な措置を講ずることができる。

と規定され、地方公共団体(都道府県、市区町村)の多くがそれぞれの文化財保護条例を制定し、国指定の文化財以外の重要な文化財を、指定し保護を行っている。また，美術館，博物館，歴史民俗資料館等の設置による文化財の公開・調査研究，埋蔵文化財の発掘調査の施行等のほか，社会教育や学校教育を通じた文化財に関する学習活動，文化財愛護活動，広く一般住民を対象とした普及啓発活動にも取り組んでいる。

 上記のことから、文化財保護の主体は地方公共団体にあたるため、国の政策ではなく、地方の政策に論点を絞って以下述べていくものとする。



２、（２）文化財保護の意義　　　　　　　　　　　　　　　　

 文化財の保護を目的とした国の政策として文化財保護法が挙げられる。この法律は1949年1月26日、法隆寺金堂の壁画が焼失するという事件を契機として議員立法によって国会に提案され翌年1950年5月1日に成立し幾度の法改正を経て今日に至っている。現在、この法律によって指定・選定・登録され保護の対象となっている文化財の件数は１万５千件を超える。戦後、日本において文化財保護行政はこの法律に基づき行われてきており、その果たしてきた役割は大きいものがある。その文化財保護法の第1章総則第一条において、

この法律は、文化財を保存し、且つ、その活用を図り、もって国民の文化的向上に資するとともに、世界文化の進歩に貢献することを目的とする。

と定めている。また第４条において、

一般市民は、政府及び地方公共団体がこの法律の目的を達成するために行う措置に誠実に協力しなければならない。

と、国民への文化財保護への協力についても言及している。またこれについては文化庁もホームページにて、

文化財は，様々な人々と諸民族の国々とが交渉し合って形成された世界の長い歴史の中で生まれ，今日に伝えられてきた人類の貴重な財産である。それは，世界 の国々の歴史や文化的伝統の理解に欠くことができないものであると同時に，世界の国々の文化の発展の基礎なすものである。したがって，世界の国々が自国の 文化財の保護を図ることは，自らの文化的な基盤を維持し，これを発展させる上で重要であるばかりでなく，世界の文化の多様な発展にも寄与することになる。 この意味で文化財保護協力は国際協力の重要は分野として位置づけることができる。

とこのように国民に協力の理解を求めている。

 また、一般に文化財保護の意義を明らかにする時、「研究」、「保存」、「継承」ということが言われている。文化財は単に1つの国の文化的遺産というばかりでなく、人類全体の立場から見て重要な資料といえる。更には、全ての歴史や時代の証を説明するものでありそれを研究することで過去の姿を明らかにすると共に、将来の文化の向上発展の基礎を成すものである。そのため、正しい姿で保存されることが必要とされる。また、優れた技術の継承という側面もあり、現代の科学的テクノロジーとは別の人にしかできない技術をきちんと後世に継承することもまた重要である。

文化財の調査・研究　文化財保護行政を進める第一歩は、どのような文化財現存しているのか、その把握を努めることから始められる。文化財保護行政を主管とする地方公共団体それぞれの課では日ごろより調査報告書をはじめ、研究論文、博物館の特別展示、研究者・所蔵者などから文化財の所在状況などの情報を収集し、これに基づいて、個別の学術調査と研究が専門職員(学芸員)の手によって進められている。しかし、文化財が広範囲にわたって多量に現存している場合は外部の研究者などに協力を依頼し、調査団を編成し、特別調査を実施している。
文化財の指定　文化財の調査と研究が積み重ねられ、各地方公共団体の文化財に指定することがふさわしいと判断されると教育委員会では指定文化財候補として文化財保護審議会で議論される。そこで、指定の可否を審議し、答申を出すが、文化財指定を「可」とする答申を得たならば、次の文化財の指定を教育委員会に提案し、そこで審議・可決を得た後、告示し、はじめて正式に文化財として指定される。

文化財の保護管理と活用　指定された文化財については、良好な状態で保存管理が所得者に求められてくる。このため、ほとんどの各地方自治体では指定された文化財の管理・公開の労に対して謝礼金を毎年支給して、文化財の保存と管理を側面から支援する体制をとっている。また、文化財の管理・修復などに多額な経費を要する場合には補助金制度によって経費の一部の補助を支出し、芸能や工芸技術など無形文化財については、その技能・技法が後世に正しく伝えられていくように後継者を養成するための事業に補助金を支出している場合もある。



３、（１）文化財保護法が定める制限

 文化財保護法は指定した歴史上または芸術上価値の高い文化財の保護を最優先としている為数多くの制限を設けている。文化財保護法第４３条第1項では「重要文化財（国宝を含む）に関しその現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為をしようとするときは、文化庁長官の許可を受けならない。文化庁長官は、重要文化財（国宝を含む）の保存のため、地域を定めて一定の行為を制限し、もしくは禁止し、又は必要な施設をする事ができる。」と定めている。その他にも同法律にて重要民族文化財、史跡名勝天然記念物、伝統的建造物群保存地区にも同様の制限が設けられている。国だけではなく地方公共団体もまた文化財保護を目的とした制限した文化財保護法第１８２条第２項において「痴ほうお公共団体が条例により需要文化財（国宝を含む）、重要無形文化財、重要有形民俗文化財、重要無形民俗文化財及び史跡名勝記念物（特別史跡名勝天然記念物を含む）意外の文化財のうち重要なものを指定し、その保存及び活用の為一定の制限を行う場合がある。」としている。


３、（２）文化財保護法の制約

文化財保護法はまた制限の条項に適用除外という制約を設けている。以下の２点である。
　Ⅰ　非常災害の為に必要な応急措置を執る場合の現状の変更
　Ⅱ　保存に影響を及ぼす行為であっても、その影響が軽微である場合
この２点にのみ例外として制約として認めている。




４、（１）文化財保護に関する論争〜鞆の浦埋め立て問題〜

 この章では、実際に文化財保護の重要性を問う実例による論争を取り上げる。
　
 ２００７年５月２５日付けの朝日新聞に興味深い記事があったのでまずその内容について紹介する。
鞆の浦工事差し止め訴訟
鞆港埋め立て・架橋計画をめぐり、地元住民らが提訴した埋め立て免許の事前差し止めを求める訴訟の第１回口頭弁論が、７月２日午前１１時から広島地裁で開かれることが決まった。原告団、弁護団の代表が意見陳述をするほか、訴訟の内容などを説明する。
　訴状では、原告団１６３人のうち９８人が排水権者であると主張。計画が環境や景観を致命的に破壊し、世界遺産登録の機会を失わせるうえ、観光やまちづくりに重大な損害を与えるとしている。
　広島県福山市の鞆の浦地区は国の名勝、国立公園に指定され、その港町は江戸時代より栄えてきた古い町並みがそのまま残されており年間約１００万人が訪れている。また最近では宮崎駿監督スタジオジブリ制作の「崖の上のポニョ」の舞台になった町としても有名である。

この鞆町の道路は大半が江戸時代に建設されたもので幅員が狭く車の円滑な通行の妨げになっており、また、この地域は少子高齢化が極端に進んでおり産業の衰退も問題になっていた。その解決の為広島県と福山市は１９８３年に鞆地区を東西に結ぶ県道４７号線バイパスの建設を計画した。しかし、景観保護などからこの計画に反対する住民もいた為、国は埋め立て面積の縮小や橋梁部のトンネル化を代替案として提案したが両者の溝は埋まらず現在まで訴訟が続いているというものである。建設計画賛成派、建設計画反対派の主張は以下の通りである。

建設計画賛成派の主張
· 鞆町内の道路事情の改善など、町の再生と活性化には必要な事業であり、地元住民の大多数が実現を望んでいる。
· 計画は自然景観の構造を大きく変えるものではなく、景観にも配慮しており損失は小さい。
· 計画で人命が脅かされるものでもないため、取り消し訴訟でもよい内容である。
建設計画反対派の主張
· 計画によって歴史的町並みや文化的景観が破壊され、損失は重大である。
· 計画による住民の景観利益や排水権が侵害されるため、原告適格がある。
· 計画によって景観が回復困難な損害が出る。取り消し訴訟や執行停止では工事が進行してしまい損害が出る可能性がある。

　２００９年１０月広島地方裁判所にて原告の訴えを認めた第一審判決が出た。しかし広島県側はこの判決を不服として広島高等裁判所に控訴し現在も裁判が継続している。


４、（２）文化財保護に関する論争〜フランスの文化政策〜

 フランスでは，1680年ごろからルイ14世がフランスを強固な中央集権国家としていく過程において，軍事力や警察力の充実と並行して，フランス語を中心としたフランス文化を各地方に根付かせ，人心の統一を図る取組が進められた。その政策が最も顕著に現れているのが景観規制制度である。フランスでは、1962年に出来たマルロー法という法律に基づいて、 歴史的にきわめて重要な都市における不動産の修復事業を進める制度を設けた。この制度は、歴史的環境の保全地区を制度化したものとしては、世界に先駆けたものといわれている。パリ市のでは、高さ規制や建物の容積率規制を設けて都市景観の保全を図っている。制度に基づいて行われる高さ規制のなかで、特徴的な規制としては、「景観の全体的保護のための紡錘体による高さ規制が挙げられる。この規制は、ある特別な意味を持つ景観のなかに、これを阻害する性質の建造物が侵入することを防ぐために、三次元平面の範囲に含まれる建物の高さ規制を行うものであり、このように細かい規制を敷き保護を行っている。



 しかし、ここでも蛸ノ浦地区と同様に市民に反発を受けた。制度の対象となる不動産の周囲の建物が取り壊しの対象となり、住民が立ち退きを強いられることになったためである。そこで、地方分権を定めた1983年の法律により、新たな歴史的環境の保全制度として建築的･都市的文化財保護区域（通称ZPPAU）を指定し保全する制度が設けられた。ZPPAUは、1993年のいわゆる「風景法」により、景観保全の要素も加味され、建築的･都市的･景観的文化財保護区域（通称ZPPAUP）と改称された。
パリの象徴的な存在であるエッフェル塔もまた例外なく市民と政府側の景観論争に発展した。その経緯と論争について取り上げる。

（建設までの経緯と論争）
 事の発展は１９８９年のフランス革命１００周年を記念したパリ万博のモニュメントのひとつとして、高さ３００メートルの塔を建てるという計画が持ち上がった事に始まる。それに際しコンペティションが行われギュスタフ・エッフェルの案が採用され着工する事が決まった。しかし多くの市民、文化人、芸術家が反対の抗議を行った。主な理由は、石造りのパリの美しい町並みに鉄骨むき出しのエッフェル塔は不釣り合いで醜いといったものである。当時の反対論者は「目がくらむほどの馬鹿げた無意味な塔がパリを見下ろす。黒くてばかでかい工場の煙突がその野蛮なかたまりでもって、ノートルダムやサントシャペル、サンジャックの塔、ルーブル、アンヴァリッドのドーム、凱旋門を押しつぶす、歴史的建造物に対する侮辱」と唱えた。しかしパリ万博２年前の１８８７年に政府はエッフェル塔の営業は２０年間のみであり、営業権が切れるときには塔を解体撤去して更地にしてその土地を返還するという条件をエッフェル社に提案し反対派を譲歩させた。しかしエッフェル塔はパリの象徴となり来場者も現在まで右肩上がりに増え続けている。さらに電波塔としての役割も得、パリはもちろんフランスにとってもなくてはならないものになっている。


４、（３）文化財保護に関する論争〜エルベ渓谷〜

 ドレスデン•エルベ渓谷は、エルベ川の上流域にあたるドイツ東部に形成された渓谷のひとつであり、エルベ川沿いの中央ヨーロッパにおける優れた文化的景観を形成しており、その価値は渓谷が都市の一部であるとともに自然の河岸の一部である事に見いだされている。１９４５年、第二次世界大戦中連合軍による大空襲で街は壊滅的な被害を受けたが、見事に復興した景観はエルベ川沿いの町並みと合わせて２００４年に世界遺産に登録された。


　しかし、それから５年後の２００９年エルベ渓谷は世界遺産リストから登録抹消される事になる。というのも、地元自治体が市内の渋滞緩和を目的に２００５年、住民投票を実施して橋の建設を賛成多数で決定したため、ユネスコ側が「建設中の橋が文化的景観を損ねた」判断し登録抹消された。

（世界遺産登録抹消の経緯）
 橋建設の計画は１８９５年からすでにあったが財政事情や戦争などによりなかなか実現しなかったが、１９９４年ようやく市議会で建設が決定した。しかし２００４年ユネスコにより世界遺産に登録される事が決まると議会の多数派であるPDS、緑の党、SPDの反対により予算措置が否決され再び頓挫してしまった。
　これに対して、建設を求める市民のイニシアティブで建設のための住民投票を求める署名運動が展開され、この運動により住民投票に必要な８万２千に及ぶ署名が集められ住民投票が決まった。その後投票が行われ賛成１３万７１５２票（６７.８８％）となり橋の建設が決定された。事前に橋建設が決定されると世界遺産の登録取り消しを警告していたユネスコは２００９年６月２５日ドレスデン•エルベ渓谷を世界遺産登録リストから削除する事を決定した。主な登録取り消しの理由は以下の４点である。　【１】エルベ川両岸に架かる橋の建設が進んだため　【２】エルベ川に橋が乱造したため　【３】悪天候が続き、川沿いのブドウ園が枯れ荒れ果ててしまったため　【４】管理体制の不備により、宮殿や庭園の美しい景観が失われてしまったため
現在は地域を限定的に絞って再び世界遺産に登録を目指す運動が再び強まっている。

（橋建設における賛成派反対派の論争）
 賛成派つまり主に市民側の意見は朝夕の渋滞緩和のための迂回路として橋は市民の生活にとって必要不可欠であり、世界遺産登録前に着工が決まっていたので建設すべきである、また世界遺産保護管理にかける高額な資金を市民の生活の為に当てるべき、というものである。地元紙の市民へのアンケート調査によると、その過半数以上が「世界遺産のタイトルはドレスデンに不可欠ではない」と答えており、「世界遺産のタイトルはドレスデンに不可欠」と答えた市民は少数であった。
　橋建設反対派つまり政党側の意見としては、世界遺産登録による知名度の向上により経済効果が期待できる、また重要な文化遺産を次世代に継承する為に保護すべきである、というものである。「高価な橋よりも、子供たちに教科書を」というスローガンを掲げ対抗した。
　ドレスデンの世界遺産登録取り消しの問題は国際機構、国家および地方自治体、また市民の複雑な関係を示す一例として注目されている。ドイツでは国際条約法よりも地方自治体や市民の直接民主政により自身の生活を重視する考え方がおおむね支持を集め実現している。

６、結論　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

私は、第１章にて「文化財保護はどれほどまでに重要なのか、人の生活を侵してまでも保護すべきものなのだろうか」という大きな問いを立て論文を進めてきた。そして言葉の定義、文化財保護の意義を述べ、それぞれ３つの文化財保護に関する論争の事例を取り上げた。鞆の浦埋め立て架橋問題の事例では賛成派と反対派が今なお対立し解決に至っておらず、フランスの事例では文化財保護を優先し、エルベ渓谷の事例では住民の生活を優先している。この三者三様の事例から分かる通り文化財保護と住民の生活はどちらも優劣がつけにくく、非常に難しい問題である。しかし、相反するように思われる「文化財保護」と「住民の生活」はお互いに有機的に結びついているのではないかと私は考える。文化財保護をするにあたって住民の生活は最低限の基礎にあたり、住民の生活において文化財保護はその暮らしに文化的な潤いを与えるものである。文化財には住民にとって交通、居住などそれにより生活に不便な側面があるが、また文化的価値のある財産や観光資源になるえる有益な側面もある。この文化財をいかにして扱い共存していくかが今後の課題である。

[bookmark: _GoBack]　この調査では事例を取り上げるに至って日本の事例が少なくやむを得ず海外の事例を用いた事によりやや抽象的な結果となってしまった。今後の課題としては日本の事例を見つけ比較できればより具体的な調査ができるのではないかと思う。
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